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(57)【要約】
増幅装置の低歪み特性と高効率動作を同時に実現するこ
とが困難であるため、本発明の増幅装置は、入力信号に
対して位相補償量および振幅調整量を付加した変調信号
を出力する第１のプリディストータ部と、変調信号を入
力し、変調信号を増幅した出力信号を出力する電力増幅
器と、電力増幅器の電源電圧を変調する電源電圧変調部
と、入力信号の振幅情報に基づいて、電源電圧変調部の
制御を行う第２のプリディストータ部と、第１のプリデ
ィストータ部と第２のプリディストータ部の動作を制御
する制御部、とを有し、制御部は、位相補償量を位相係
数によって制御する位相制御部と、振幅調整量を第１の
振幅係数によって制御する第１の振幅制御部と、第２の
プリディストータ部の動作を第２の振幅係数によって制
御する第２の振幅制御部、とを備え、第１の振幅制御部
と第２の振幅制御部は連動して、入力信号の振幅に対す
る出力信号の振幅の比である振幅増幅率を一定に制御す
る。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
入力信号に対して位相補償量および振幅調整量を付加した変調信号を出力する第１のプリ
ディストータ部と、
　前記変調信号を入力し、前記変調信号を増幅した出力信号を出力する電力増幅器と、
　前記電力増幅器の電源電圧を変調する電源電圧変調部と、
　前記入力信号の振幅情報に基づいて、前記電源電圧変調部の制御を行う第２のプリディ
ストータ部と、
　前記第１のプリディストータ部と前記第２のプリディストータ部の動作を制御する制御
部、とを有し、
　前記制御部は、
　前記位相補償量を位相係数によって制御する位相制御部と、
　前記振幅調整量を第１の振幅係数によって制御する第１の振幅制御部と、
　前記第２のプリディストータ部の動作を第２の振幅係数によって制御する第２の振幅制
御部、とを備え、
　前記第１の振幅制御部と前記第２の振幅制御部は連動して、前記入力信号の振幅に対す
る前記出力信号の振幅の比である振幅増幅率を一定に制御する
　増幅装置。
【請求項２】
請求項１に記載した増幅装置において、
　前記位相制御部は、前記入力信号と前記出力信号の位相誤差が最小となるときの前記位
相係数を位相補正値として算出し、
　前記第１の振幅制御部は、前記振幅増幅率が、前記入力信号の振幅の全範囲において、
前記入力信号の振幅が最大であるときの前記振幅増幅率である基準振幅増幅率と等しいか
又はこれを上回るときの前記第１の振幅係数を第１の振幅補正値として算出し、
　前記第２の振幅制御部は、前記第１の振幅補正値が一定である条件の下で、前記入力信
号の振幅の全範囲において、前記振幅増幅率が一定となるときの前記第２の振幅係数を第
２の振幅補正値として算出する
　増幅装置。
【請求項３】
請求項２に記載した増幅装置において、
　前記第１の振幅制御部は、シェーピング関数演算部と第１の振幅係数算出部とを備え、
　前記シェーピング関数演算部は、全ての入力値に対して入力値と等しいか又はこれを上
回る出力値をとるシェーピング関数を前記入力信号に作用させた入力変調信号を前記第１
の振幅係数算出部に出力し、
　前記第１の振幅係数算出部は、前記入力変調信号と前記出力信号の振幅誤差を最小にす
る前記第１の振幅係数を前記第１の振幅補正値として算出する
　増幅装置。
【請求項４】
請求項３に記載した増幅装置において、
　前記第１の振幅係数算出部から前記入力変調信号と前記出力信号の振幅誤差を示す振幅
誤差情報を取得し、前記振幅誤差情報に基づいて切替判定を行う切替判定部と、
　前記切替判定の結果に基づいて、前記第１の振幅制御部の動作状態と、前記第２の振幅
制御部の動作状態を切り替える切替部、とを備えた
　増幅装置。
【請求項５】
請求項２から４のいずれか一項に記載した増幅装置において、
　前記第２の振幅制御部は、前記電源電圧変調部が、前記電力増幅器の出力が飽和状態と
なる電源電圧を供給するときの前記第２の振幅係数を第２の振幅補正値として算出する増
幅装置。
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【請求項６】
請求項１から５のいずれか一項に記載した増幅装置において、
　前記位相制御部は、前記第１のプリディストータ部の前記位相補償量を定める前記位相
係数が記録された第１のルックアップ・テーブルを備え、
　前記第１の振幅制御部は、前記第１のプリディストータ部の振幅調整量を定める前記第
１の振幅係数が記録された第２のルックアップ・テーブルを備え、
　前記第２の振幅制御部は、前記第２のプリディストータ部の動作を定める前記第２の振
幅係数が記録された第３のルックアップ・テーブルを備える
　増幅装置。
【請求項７】
電源電圧を変調する電源電圧変調部を備えた電力増幅器の制御装置であって、
　入力信号に対して位相補償量および振幅調整量を付加した変調信号を前記電力増幅器に
出力する第１のプリディストータ部と、
　前記入力信号の振幅情報に基づいて、前記電源電圧変調部の制御を行う第２のプリディ
ストータ部と、
　前記第１のプリディストータ部と前記第２のプリディストータ部の動作を制御する制御
部、とを有し、
　前記制御部は、
　前記位相補償量を位相係数によって制御する位相制御部と、
　前記振幅調整量を第１の振幅係数によって制御する第１の振幅制御部と、
　前記第２のプリディストータ部の動作を第２の振幅係数によって制御する第２の振幅制
御部、とを備え、
　前記第１の振幅制御部と前記第２の振幅制御部は連動して、前記入力信号の振幅に対す
る前記電力増幅器の出力信号の振幅の比である振幅増幅率を一定に制御する
　電力増幅器の制御装置。
【請求項８】
増幅装置の入力信号と出力信号の位相誤差が最小となるように、前記入力信号に対する位
相補償量を決定する位相係数を更新し、
　前記位相誤差を最小にする前記位相係数である位相補正値を算出し、
　前記入力信号に、全ての入力値に対して入力値と等しいか又はこれを上回る出力値をと
る関数を作用させることによって入力変調信号を作成し、
　前記入力変調信号と前記出力信号の振幅誤差が最小となるように、前記入力信号に対す
る振幅調整量を決定する第１の振幅係数を更新し、
　前記入力変調信号と前記出力信号の振幅誤差を最小にする前記第１の振幅係数である第
１の振幅補正値を算出し、
　前記第１の振幅補正値を一定とした状態で、
　前記増幅装置を構成する電力増幅器が出力飽和状態となる電源電圧を供給するように、
前記入力信号の振幅情報に基づいて、前記電力増幅器の電源電圧の振幅を決定する第２の
振幅係数を更新し、
　前記入力信号の振幅に対する前記出力信号の振幅の比である振幅増幅率が一定となると
きの前記第２の振幅係数を第２の振幅補正値として算出し、
　前記位相補正値を用いて、前記入力信号と前記出力信号との間における位相誤差を補償
し、前記第１の振幅補正値と前記第２の振幅補正値とを用いて、前記振幅増幅率を一定に
制御する
　増幅装置の制御方法。
【請求項９】
請求項８に記載した増幅装置の制御方法において、
　前記入力変調信号と前記出力信号の振幅誤差が最小となったときに、前記第１の振幅係
数の更新を停止し、前記第２の振幅係数の更新を開始する増幅装置の制御方法。
【請求項１０】
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請求項８または９に記載した増幅装置の制御方法において、
　前記位相補正値の算出に最小平均二乗アルゴリズムを用いる増幅装置の制御方法。
【請求項１１】
請求項８から９のいずれか一項に記載した増幅装置の制御方法において、
　前記第１の振幅補正値の算出に最小平均二乗アルゴリズムを用いる増幅装置の制御方法
。
【請求項１２】
コンピュータに、
　増幅装置の入力信号と出力信号の位相誤差が最小となるように、前記入力信号に対する
位相補償量を決定する位相係数を更新する手順と、
　前記位相誤差を最小にする前記位相係数である位相補正値を算出する手順と、
　前記入力信号に、全ての入力値に対して入力値と等しいか又はこれを上回る出力値をと
る関数を作用させることによって入力変調信号を作成する手順と、
　前記入力変調信号と前記出力信号の振幅誤差が最小となるように、前記入力信号に対す
る振幅調整量を決定する第１の振幅係数を更新する手順と、
　前記入力変調信号と前記出力信号の振幅誤差を最小にする前記第１の振幅係数である第
１の振幅補正値を算出する手順と、
　前記第１の振幅補正値を一定とした状態で、
　前記増幅装置を構成する電力増幅器が出力飽和状態となる電源電圧を供給するように、
前記入力信号の振幅情報に基づいて、前記電力増幅器の電源電圧の振幅を決定する第２の
振幅係数を更新する手順と、
　前記入力信号の振幅に対する前記出力信号の振幅の比である振幅増幅率が一定となると
きの前記第２の振幅係数を第２の振幅補正値として算出する手順と、
　前記位相補正値を用いて、前記入力信号と前記出力信号との間における位相誤差を補償
し、前記第１の振幅補正値と前記第２の振幅補正値とを用いて、前記振幅増幅率を一定に
制御する手順
　を実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、増幅装置およびその制御方法に関し、特に、高効率かつ低歪み特性を備えた
増幅装置およびその制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムの基地局などで用いられる送信装置においては、送信装置の小型化、
低消費電力化を図るため、電力効率の高い増幅装置が求められる。増幅装置の高効率化を
実現する技術として、電源電圧を入力信号に応じて制御することにより消費電力を低減す
る技術が知られている。その中でも特に有効な方式の一つにエンベロープトラッキング（
Ｅｎｖｅｌｏｐｅ　Ｔｒａｃｋｉｎｇ）方式がある。
　エンベロープトラッキング方式は、電力増幅器（Ｐｏｗｅｒ　Ａｍｐｌｉｆｉｅｒ：Ｐ
Ａ）などの増幅器の電源電圧を入力信号の振幅に応じて変化させる方式である。この方式
によれば、電源から供給される電力は一定の電圧で動作させた場合と比べて減少するので
、高効率な信号増幅が可能となる。ここで、出力信号電圧が電力増幅器の電源電圧を超え
ると、出力飽和が起きて入出力の線形性が失われてしまう。そのため一般的には、電力増
幅器に供給される電源電圧が出力信号電圧よりも常に高くなるように設計する。
　一方、送信装置に用いられる増幅装置には一般に低歪み特性が要求されるため、デジタ
ルプリディストーション（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｐｒｅ－ｄｉｓｔｏｒｔｉｏｎ：ＤＰＤ）方
式などの歪補償方式が採用されている。デジタルプリディストーション（ＤＰＤ）方式と
は、増幅装置を構成する電力増幅器に入力する信号を予めプリディストータによって歪ま
せておくことによって電力増幅器による歪みを打ち消し、増幅装置の低歪み特性を実現す
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る方式である。デジタルプリディストーション（ＤＰＤ）方式では、電力増幅器の入出力
信号を比較することにより電力増幅器の歪みモデルを作成し、この歪みモデルの逆特性を
プリディストータに設定している。
　このようなデジタルプリディストーション（ＤＰＤ）方式の構成例の一つに、ルックア
ップ・テーブル（Ｌｏｏｋ　Ｕｐ　Ｔａｂｌｅ：ＬＵＴ）を用いた方式がある。ルックア
ップ・テーブル（ＬＵＴ）には、入力振幅の大きさごとに対応する補正値が予め記録され
ており、この補正値は電力増幅器の歪みを打ち消すように逐次更新される。このルックア
ップ・テーブル（ＬＵＴ）を用いて補償される歪みには２種類ある。一つは信号の入力振
幅に対する出力振幅の特性（以下、「ＡＭ－ＡＭ特性」という）における非線形性による
歪みであり、もう一つは入力振幅に対する出力位相の特性（以下、「ＡＭ－ＰＭ特性」と
いう）における非線形性による歪みである。この２種類の歪みを補正することによって増
幅装置の入出力信号特性が線形関係となり、歪みが抑制される。なお、ルックアップ・テ
ーブル（ＬＵＴ）は、上述したＡＭ－ＡＭ特性補正用とＡＭ－ＰＭ特性補正用に分けた構
成には限られない。複素信号の入出力データ列を用いて複素数の値を持つルックアップ・
テーブル（ＬＵＴ）を構成する方式も知られている。
　デジタルプリディストーション（ＤＰＤ）方式のその他の構成例には、電力増幅器に対
する歪みの補正量を多項式で近似する方式がある。この場合は、電力増幅器の出力信号と
入力信号とを用いて多項式の係数値を算出し、係数値を逐次更新することによって電力増
幅器の非線形特性を打ち消している。また、プリディストータにフィルタ特性を持たせ、
フィルタのタップ数を選択することによって過去の情報を考慮して電力増幅器のメモリ効
果を抑制する方式が知られている。
　上述の説明では、エンベロープトラッキング方式とデジタルプリディストーション（Ｄ
ＰＤ）方式を個別に採用した増幅装置についてそれぞれ説明したが、両方式を共に適用し
た構成とすることも可能である。このような増幅装置の一例が特許文献１に記載されてい
る。
　図１２に示すように、特許文献１に記載された関連する増幅装置５００は、電力増幅器
５１０、電源変調部５２０、歪補償部５３０、第一推定部５４０、および第二推定部５５
０を備える。電源変調部５２０は電力増幅器５１０に入力信号に応じた電源変調電圧を付
与し、歪補償部５３０は電力増幅器５１０の歪補償を行う。また、第一推定部５４０は電
力増幅器５１０の入力信号及び出力信号に基づいて、入力信号と出力信号との間における
電力増幅器５１０の特性を示す第一の増幅器モデルを推定する。一方、第二推定部５５０
は電源変調電圧及び出力信号に基づいて、電源変調電圧と出力信号との間における電力増
幅器５１０の特性を示す第二の増幅器モデルを推定する。そして、歪補償部５３０が第一
の増幅器モデルに基づいて電力増幅器５１０の歪補償を行うとともに、電源変調部５２０
が第二の増幅器モデルに基づいて電源変調電圧を制御する。
　このように、関連する増幅装置５００においては、歪補償部５３０と電源変調部５２０
とは、それぞれ互いに独立した推定部より得られる第一及び第二の増幅器モデルに基づい
て、互いに独立して歪補償及び電源変調電圧の制御を行っている。そのため、電源変調特
性及び歪補償特性の双方を電力増幅器５１０の特性に応じて好適に制御することが可能と
なり、これら制御を行うための演算を簡略化できるとしている。
【特許文献１】特開２０１０－０４５５０８号公報（段落「００１４」「００１５」、図
３）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上述した関連する増幅装置５００においては、歪補償部５３０で増幅装置の歪み特性の
最小化を、電源変調部５２０で増幅装置の効率の最大化を図ることとしている。しかしな
がら、歪補償部５３０と電源変調部５２０とは互いに独立して歪補償及び電源変調電圧の
制御を行うことになるため、両者がそれぞれ最適な点に収束するとは限らない、という問
題があった。すなわち、歪補償または電源変調電圧のパラメータのいずれか一方を最適化
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した後に固定して他方の最適化を行うと、他方のパラメータの変化により電力増幅器自体
の特性が変化してしまう。そのため、先に最適化したパラメータの最適点がずれてしまう
ので、両方のパラメータを最適に設定することが困難であった。
　このように、関連する増幅装置においては、増幅装置の低歪み特性と高効率動作を同時
に実現することが困難である、という問題があった。
　本発明の目的は、上述した課題である、増幅装置の低歪み特性と高効率動作を同時に実
現することが困難である、という課題を解決する増幅装置およびその制御方法を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明の増幅装置は、入力信号に対して位相補償量および振幅調整量を付加した変調信
号を出力する第１のプリディストータ部と、変調信号を入力し、変調信号を増幅した出力
信号を出力する電力増幅器と、電力増幅器の電源電圧を変調する電源電圧変調部と、入力
信号の振幅情報に基づいて、電源電圧変調部の制御を行う第２のプリディストータ部と、
第１のプリディストータ部と第２のプリディストータ部の動作を制御する制御部、とを有
し、制御部は、位相補償量を位相係数によって制御する位相制御部と、振幅調整量を第１
の振幅係数によって制御する第１の振幅制御部と、第２のプリディストータ部の動作を第
２の振幅係数によって制御する第２の振幅制御部、とを備え、第１の振幅制御部と第２の
振幅制御部は連動して、入力信号の振幅に対する出力信号の振幅の比である振幅増幅率を
一定に制御する。
　本発明の電力増幅器の制御装置は、電源電圧を変調する電源電圧変調部を備えた電力増
幅器の制御装置であって、入力信号に対して位相補償量および振幅調整量を付加した変調
信号を電力増幅器に出力する第１のプリディストータ部と、入力信号の振幅情報に基づい
て、電源電圧変調部の制御を行う第２のプリディストータ部と、第１のプリディストータ
部と第２のプリディストータ部の動作を制御する制御部、とを有し、制御部は、位相補償
量を位相係数によって制御する位相制御部と、振幅調整量を第１の振幅係数によって制御
する第１の振幅制御部と、第２のプリディストータ部の動作を第２の振幅係数によって制
御する第２の振幅制御部、とを備え、第１の振幅制御部と第２の振幅制御部は連動して、
入力信号の振幅に対する電力増幅器の出力信号の振幅の比である振幅増幅率を一定に制御
する。
　本発明の増幅装置の制御方法は、増幅装置の入力信号と出力信号の位相誤差が最小とな
るように、入力信号に対する位相補償量を決定する位相係数を更新し、位相誤差を最小に
する位相係数である位相補正値を算出し、入力信号に、全ての入力値に対して入力値と等
しいか又はこれを上回る出力値をとる関数を作用させることによって入力変調信号を作成
し、入力変調信号と出力信号の振幅誤差が最小となるように、入力信号に対する振幅調整
量を決定する第１の振幅係数を更新し、入力変調信号と出力信号の振幅誤差を最小にする
第１の振幅係数である第１の振幅補正値を算出し、第１の振幅補正値を一定とした状態で
、増幅装置を構成する電力増幅器が出力飽和状態となる電源電圧を供給するように、入力
信号の振幅情報に基づいて、電力増幅器の電源電圧の振幅を決定する第２の振幅係数を更
新し、入力信号の振幅に対する出力信号の振幅の比である振幅増幅率が一定となるときの
第２の振幅係数を第２の振幅補正値として算出し、位相補正値を用いて、入力信号と出力
信号との間における位相誤差を補償し、第１の振幅補正値と第２の振幅補正値とを用いて
、振幅増幅率を一定に制御する。
　本発明のプログラムは、コンピュータに、増幅装置の入力信号と出力信号の位相誤差が
最小となるように、入力信号に対する位相補償量を決定する位相係数を更新する手順と、
位相誤差を最小にする位相係数である位相補正値を算出する手順と、入力信号に、全ての
入力値に対して入力値と等しいか又はこれを上回る出力値をとる関数を作用させることに
よって入力変調信号を作成する手順と、入力変調信号と出力信号の振幅誤差が最小となる
ように、入力信号に対する振幅調整量を決定する第１の振幅係数を更新する手順と、入力
変調信号と出力信号の振幅誤差を最小にする第１の振幅係数である第１の振幅補正値を算
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出する手順と、第１の振幅補正値を一定とした状態で、増幅装置を構成する電力増幅器が
出力飽和状態となる電源電圧を供給するように、入力信号の振幅情報に基づいて、電力増
幅器の電源電圧の振幅を決定する第２の振幅係数を更新する手順と、入力信号の振幅に対
する出力信号の振幅の比である振幅増幅率が一定となるときの第２の振幅係数を第２の振
幅補正値として算出する手順と、位相補正値を用いて、入力信号と出力信号との間におけ
る位相誤差を補償し、第１の振幅補正値と第２の振幅補正値とを用いて、振幅増幅率を一
定に制御する手順を実行させる。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明の増幅装置およびその制御方法によれば、増幅装置の低歪み特性と高効率動作を
同時に実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
図１は本発明の第１の実施形態に係る増幅装置の構成を示すブロック図である。
図２Ａ、２Ｂは本発明の第１の実施形態に係る増幅装置の制御部の動作を説明するための
特性図である。
図３は本発明の第１の実施形態に係る増幅装置の制御部の構成を示すブロック図である。
図４は本発明の第１の実施形態に係る増幅装置の動作を説明するためのシーケンス図であ
る。
図５Ａ、５Ｂは本発明の第１の実施形態に係る増幅装置の制御部で用いるシェーピング関
数の入出力特性曲線を示す図である。
図６は本発明の第２の実施形態に係る増幅装置の構成を示すブロック図である。
図７は本発明の第２の実施形態に係る増幅装置の制御部の構成を示すブロック図である。
図８は本発明の第２の実施形態に係る増幅装置の制御部の構成の一部を示すブロック図で
ある。
図９は本発明の第２の実施形態に係る増幅装置の制御部の構成の別の一部を示すブロック
図である。
図１０は本発明の第２の実施形態に係る増幅装置の制御部の動作を説明するためのシーケ
ンス図である。
図１１は本発明の第２の実施形態に係る増幅装置の電力増幅器に供給する電源電圧の制御
手法を説明するための図である。
図１２は関連する増幅装置の構成を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下に、図面を参照しながら、本発明の実施形態について説明する。
　〔第１の実施形態〕
　図１は、本発明の第１の実施形態に係る増幅装置１００の構成を示すブロック図である
。増幅装置１００はエンベロープトラッキング方式の増幅装置であり、電力増幅器（ＰＡ
）１１０と、電力増幅器１１０の電源電圧を変調する電源電圧変調部１２０を有する。さ
らに、電力増幅器１１０の前段に配置された第１のプリディストータ部１３０、電源電圧
変調部１２０の前段に配置された第２のプリディストータ部１４０、および制御部１５０
を有する。第１のプリディストータ部１３０は、入力信号Ｓ１０に対して位相補償量およ
び振幅調整量を付加した変調信号Ｓ１１を電力増幅器（ＰＡ）１１０に出力する。第２の
プリディストータ部１４０は、増幅装置１００の入力信号の振幅情報Ｓ２０を入力側から
取得し、振幅情報Ｓ２０に基づいて電源電圧変調部１２０の制御を行う。制御部１５０は
、第１のプリディストータ部１３０と第２のプリディストータ部１４０の動作を制御する
。ここで、電力増幅器１１０は第１のプリディストータ部１３０から変調信号Ｓ１１を入
力し、変調信号Ｓ１１を増幅した出力信号Ｓ１２を出力する。
　制御部１５０は、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）１６０、第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１
）１７０、および第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８０を備える。位相制御部（ＡＭ
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－ＰＭ）１６０は第１のプリディストータ部１３０の位相補償量を位相係数Ｐ１０によっ
て制御する。ここで位相補償量とは、入力振幅に対する出力位相の特性（ＡＭ－ＰＭ特性
）における非線形性による歪みを補償する位相量を言う。
　第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）１７０は第１のプリディストータ部１３０の振幅調
整量を第１の振幅係数Ｐ１１によって制御する。第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８
０は第２のプリディストータ部１４０の動作を第２の振幅係数Ｐ１２によって制御する。
ここで、第１の振幅制御部１７０と第２の振幅制御部１８０は連動して、増幅装置１００
の入力信号Ｓ１０の振幅に対する出力信号Ｓ１２の振幅の比である振幅増幅率が一定とな
るように制御する。このとき、入力振幅に対する出力振幅の特性（ＡＭ－ＡＭ特性）は線
形関係となるので、増幅装置１００の振幅特性における非線形性による歪みは補償される
。
　このように、本実施形態の増幅装置１００においては、第１の振幅制御部１７０と第２
の振幅制御部１８０が連動して増幅装置１００の振幅特性における歪みを補償する。すな
わち、第２の振幅制御部１８０は第２のプリディストータ部１４０を制御することによっ
て電力増幅器１１０を高効率で動作させる。そして第１の振幅制御部１７０は、この動作
状態における電力増幅器１１０の歪み特性を補償する変調信号を第１のプリディストータ
部１３０が出力するように制御する。以上より、本実施形態の増幅装置１００によれば、
低歪み特性と高効率動作を同時に実現することができる。
　図１では、第２のプリディストータ部１４０は入力信号の振幅情報Ｓ２０を入力信号Ｓ
１０とは別に入力側から取得する場合について示した。しかし、これに限らず、第２のプ
リディストータ部１４０が包絡線検波器（エンベロープディテクタ）を介して入力信号Ｓ
１０から振幅情報を取得することとしてもよい。
　次に、本実施形態による増幅装置１００の制御部１５０について、さらに詳細に説明す
る。位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）１６０は、入力信号と出力信号の位相誤差が最小となると
きの位相係数を位相補正値として算出し、位相補正値に基づいて第１のプリディストータ
部１３０の位相補償量を制御する。
　第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）１７０は、図２Ａに示すように、振幅増幅率が入力
信号の振幅の全範囲において、入力信号の振幅が最大であるときの振幅増幅率である基準
振幅増幅率ｋと等しいか又はこれを上回るように制御する。このとき、入力振幅に対する
出力振幅の特性は、図２Ｂに示すように、全ての入力振幅範囲において出力振幅が傾きｋ
（＝基準振幅増幅率）の直線と等しいか又はこれを上回る値をとる。そして第１の振幅制
御部（ＡＭ－ＡＭ１）１７０は、このときの第１の振幅係数を第１の振幅補正値として算
出し、第１の振幅補正値に基づいて第１のプリディストータ部１３０の振幅調整量を制御
する。
　第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８０は、第１の振幅補正値が一定である条件の下
で、入力信号の振幅の全範囲において振幅増幅率が一定となるときの第２の振幅係数を第
２の振幅補正値として算出する。そして、第２の振幅補正値に基づいて第２のプリディス
トータ部１４０の動作を制御する。
　ここで制御部１５０が、図３に示すように、切替判定部１９０と切替部１９１をさらに
有し、第１の振幅制御部１７０がシェーピング関数演算部１７１と第１の振幅係数算出部
１７２とを備える構成とすることができる。シェーピング関数演算部１７１は、シェーピ
ング関数を入力信号に作用させた入力変調信号Ｓ１３を第１の振幅係数算出部１７２に出
力する。ここでシェーピング関数は、全ての入力値に対して、入力値と等しいか又はこれ
を上回る出力値をとる関数である。以下では、入出力特性が凸形状であるシェーピング関
数を例として説明するが、これに限られない。第１の振幅係数算出部１７２は、入力変調
信号Ｓ１３と出力信号Ｓ１２の振幅誤差を最小にする第１の振幅係数を第１の振幅補正値
として算出する。このとき、第１の振幅制御部１７０は第１の振幅補正値に基づいて第１
のプリディストータ部１３０の振幅調整量を制御する。これにより第１のプリディストー
タ部１３０は、増幅装置１００の入出力振幅特性がシェーピング関数により定まる凸形状
となるような変調信号Ｓ１１を出力する。
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　切替判定部１９０は第１の振幅係数算出部１７２から入力変調信号Ｓ１３と出力信号Ｓ
１２の振幅誤差を示す振幅誤差情報Ｓ１４を取得し、振幅誤差情報Ｓ１４に基づいて切替
判定を行う。切替部１９１は切替判定の結果に基づいて、第１の振幅制御部１７０の動作
状態と第２の振幅制御部１８０の動作状態を切り替える。具体的には例えば、振幅誤差が
所定の閾値を超えたと判断したとき、切替判定部１９０は切替部１９１に切替指示信号Ｓ
１５を出力する。そして切替部１９１は切替指示信号Ｓ１５を受信したときに、第１の振
幅制御部１７０の動作状態と第２の振幅制御部１８０の動作状態を切り替えることとする
ことができる。
　第２の振幅制御部１８０は第２のプリディストータ部１４０を介して電源電圧変調部１
２０を制御する。このとき電源電圧変調部１２０は、入力振幅の全範囲において電力増幅
器１１０の各出力が飽和状態となるように電源電圧を制御する。具体的には電力増幅器１
１０の出力が飽和状態となるまで、電源電圧の振幅を低減させる。すなわち第２の振幅制
御部１８０は、電力増幅器１１０の出力が飽和状態となる電源電圧を電源電圧変調部１２
０が供給するときの第２の振幅係数を第２の振幅補正値として算出し、第２の振幅補正値
に基づいて第２のプリディストータ部１４０の動作を制御する。
　ここで、電力増幅器１１０には上述したように、第１のプリディストータ部１３０から
凸形状の入出力振幅特性を有する変調信号Ｓ１１が入力される。電力増幅器１１０の出力
が飽和状態となると出力信号Ｓ１２の振幅は減少するので、電源電圧を上述の構成によっ
て制御することにより、入力信号Ｓ１０の振幅に対する出力信号Ｓ１２の振幅の比である
振幅増幅率を一定とすることができる。
　このように、本実施形態による増幅装置１００は、第１の振幅制御部１７０と第２の振
幅制御部１８０は連動して、入力信号の振幅に対する出力信号の振幅の比である振幅増幅
率を一定に制御する構成としている。そのため、電力増幅器１１０が飽和領域で高効率な
動作をしている状態で、入力振幅に対する出力振幅の非線形性による歪みを補償すること
が可能となる。
　次に、本実施形態による増幅装置１００の動作を説明する。図４は、増幅装置１００の
動作を説明するためのシーケンス図である。まず制御部１５０は、位相制御部（ＡＭ－Ｐ
Ｍ）１６０、第１の振幅制御部１７０、および第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８０
における、それぞれの係数を初期化する（ステップＳ１０１）。
　第１段階において、制御部１５０は位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）１６０で算出される位相
係数と、第１の振幅制御部１７０で算出される第１の振幅係数を用いて、第１のプリディ
ストータ部１３０の動作を制御する。すなわち、位相係数は第１のプリディストータ部１
３０における入力信号に対する位相補償量を決定し、第１の振幅係数は入力信号に対する
振幅調整量を決定する。
　位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）１６０は、増幅装置１００の入力信号および出力信号を同期
させ、同期した入力信号と出力信号の位相誤差が最小となるように位相係数を更新する（
ステップＳ１０２）。そして、位相誤差を最小にする位相係数である位相補正値を算出す
る（ステップＳ１０３）。この位相補正値によって第１のプリディストータ部１３０の位
相補償量を決定する。このとき、位相補正値の算出には例えば、ＬＭＳ（Ｌｅａｓｔ　Ｍ
ｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ：最小平均二乗）アルゴリズムを用いることができる。
　第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）１７０は、増幅装置１００の入力信号にシェーピン
グ関数を作用させることによって入力変調信号を作成し、入力変調信号と出力信号を同期
させる。同期した入力変調信号と出力信号の振幅誤差が最小となるように第１の振幅係数
を更新する（ステップＳ１０４）。そして、入力変調信号と出力信号の振幅誤差を最小に
する第１の振幅係数である第１の振幅補正値を算出する（ステップＳ１０５）。この第１
の振幅補正値を用いて、増幅装置１００の入出力特性がシェーピング関数と同一となるよ
うに第１のプリディストータ部１３０の振幅調整量を制御する。このとき、第１の振幅補
正値の算出にもＬＭＳアルゴリズムを用いることができる。ここで本実施形態では、シェ
ーピング関数として図５Ａに示すようなｙ＝ｘの直線に対して上に凸形状（図中のｙ＝ｆ
（ｘ））となる関数を用いた。しかし、これに限らず図５Ｂに示すように、全ての入力ｘ
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に対して出力ｙが、ｙ≧ｘの条件を満たす関数（図中のｙ＝ｇ（ｘ））であればシェーピ
ング関数として用いることができる。
　切替判定部１９０は第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）１７０における振幅誤差が、例
えば最小となったと判断したときに、切替部１９１に切替指示信号を出力する。そして切
替部１９１は切替指示信号を受信したときに、第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）１７０
の動作状態と第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８０の動作状態を切り替える。すなわ
ち、第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）１７０を停止状態（ＯＦＦ）とし（ステップＳ１
０６）、第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８０を動作状態（ＯＮ）とする（ステップ
Ｓ１０７）。したがって第１の振幅補正値は一定となり、第１の振幅補正値に基づいて定
まる第１のプリディストータ部１３０の入出力振幅特性は固定される（ステップＳ１０８
）。なお切替判定部１９０は、入力変調信号と出力信号の振幅誤差の値、例えば振幅誤差
の平均値が予め指定された閾値を超えたときに、振幅誤差が最小となったと判断するよう
に構成することができる。
　続く第２段階において、第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８０は第２の振幅係数を
更新して第２のプリディストータ部１４０の動作を制御する。つまり第２のプリディスト
ータ部１４０は、第２の振幅係数に基づいて電源電圧変調部１２０を制御し、電力増幅器
１１０の電源電圧の振幅を決定する。具体的には、第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１
８０は、電源電圧の振幅を低減し電力増幅器１１０が出力飽和状態となる電源電圧を、電
源電圧変調部１２０が供給するように第２の振幅係数を更新する（ステップＳ１０９）。
このとき、電力増幅器１１０が出力飽和状態となると出力信号の振幅は減少する。そのた
め、第１段階の終了時点において凸形状の入出力振幅特性を有する出力信号を、最終的に
は、入力信号の振幅に対する出力信号の振幅の比が一定となる線形な入出力振幅特性とす
ることができる。第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）１８０は、このときの第２の振幅係
数を第２の振幅補正値として算出し（ステップＳ１１０）、第２の振幅補正値に基づいて
第２のプリディストータ部１４０の動作を制御する。
　また第２段階においても、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）１６０は入力信号と出力信号の位
相誤差が最小となるように位相係数を更新し（ステップＳ１１１）、位相誤差を最小にす
る位相係数である位相補正値を算出する（ステップＳ１１２）。
　以上説明したように、本実施形態の増幅装置１００においては、第２の振幅制御部１８
０が第２のプリディストータ部１４０を制御することによって、電力増幅器１１０は高効
率で動作する。そして第１の振幅制御部１７０は、この動作状態における電力増幅器１１
０の歪み特性を補償する変調信号を第１のプリディストータ部１３０が出力するように制
御する。さらに、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）１６０は入力信号と出力信号の位相誤差が最
小となるように常に第１のプリディストータ部１３０を制御する。このような構成とする
ことにより、本実施形態によれば、電力増幅器１１０が飽和領域で高効率な動作をしてい
る状態において、入出力信号の振幅誤差および位相誤差を共に補償することが可能となる
。
　以上の説明では、増幅装置１００は、電力増幅器１１０、電源電圧変調部１２０、第１
のプリディストータ部１３０、第２のプリディストータ部１４０、および制御部１５０を
有する構成とした。ここで、第１のプリディストータ部１３０と、第２のプリディストー
タ部１４０と、制御部１５０とが電力増幅器の制御装置を構成することとしてもよい。こ
の場合においても、電力増幅器の制御装置と電源電圧変調部１２０と電力増幅器１１０を
備えた構成によって、本実施形態の増幅装置１００と同一の効果を得ることができる。電
力増幅器の制御装置は例えば、特定用途向け集積回路（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｐｅ
ｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ：ＡＳＩＣ）によって実装すること
ができる。
　また、上述の各ステップをコンピュータに実行させることとしてもよい。すなわち、コ
ンピュータに、増幅装置の入力信号と出力信号の位相誤差が最小となるように、入力信号
に対する位相補償量を決定する位相係数を更新する手順と、位相誤差を最小にする位相係
数である位相補正値を算出する手順と、入力信号に、全ての入力値に対して入力値と等し
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いか又はこれを上回る出力値をとる関数を作用させることによって入力変調信号を作成す
る手順と、入力変調信号と出力信号の振幅誤差が最小となるように、入力信号に対する振
幅調整量を決定する第１の振幅係数を更新する手順と、入力変調信号と出力信号の振幅誤
差を最小にする第１の振幅係数である第１の振幅補正値を算出する手順と、第１の振幅補
正値を一定とした状態で、増幅装置を構成する電力増幅器が出力飽和状態となる電源電圧
を供給するように、入力信号の振幅情報に基づいて、電力増幅器の電源電圧の振幅を決定
する第２の振幅係数を更新する手順と、入力信号の振幅に対する出力信号の振幅の比であ
る振幅増幅率が一定となるときの第２の振幅係数を第２の振幅補正値として算出する手順
と、位相補正値を用いて、入力信号と出力信号との間における位相誤差を補償し、第１の
振幅補正値と第２の振幅補正値とを用いて、振幅増幅率を一定に制御する手順、を実行さ
せることができる。この場合、コンピュータとしてプログラム可能な論理演算回路（論理
ブロック）を用いることができ、例えば、かかる論理ブロックを備えたフィールド・プロ
グラマブル・ゲート・アレイ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒ
ｒａｙ：ＦＰＧＡ）などによって実装することができる。
　〔第２の実施形態〕
　次に、本発明の第２の実施形態について説明する。図６は、本実施形態に係る増幅装置
２００の構成を示すブロック図である。増幅装置２００はエンベロープトラッキング方式
の増幅装置であり、電力増幅器（ＰＡ）１１０と、電力増幅器１１０の電源電圧を変調す
る電源電圧変調部１２０を有する。さらに、電力増幅器１１０の前段に配置された第１の
プリディストータ部１３０、電源電圧変調部１２０の前段に配置された第２のプリディス
トータ部１４０、および制御部２５０を有する。
　第１のプリディストータ部１３０は、入力信号Ｓ１０に対して位相補償量および振幅調
整量を付加した変調信号Ｓ１１を電力増幅器（ＰＡ）１１０に出力する。第２のプリディ
ストータ部１４０は、増幅装置２００の入力信号の振幅情報Ｓ２０を入力側から取得し、
振幅情報Ｓ２０に基づいて電源電圧変調部１２０の制御を行う。制御部２５０は、第１の
プリディストータ部１３０と第２のプリディストータ部１４０の動作を制御する。ここで
、電力増幅器１１０は第１のプリディストータ部１３０から変調信号Ｓ１１を入力し、変
調信号Ｓ１１を増幅した出力信号Ｓ１２を出力する。ここまでの構成は、第１の実施形態
による増幅装置１００の構成と同様である。
　なお図６では、第２のプリディストータ部１４０が包絡線検波器（エンベロープディテ
クタ、図示せず）などを介して入力信号Ｓ１０から振幅情報Ｓ２０を取得する構成を示し
た。また、増幅装置２００では、増幅装置２００の入力信号および出力信号を同期させる
ため、制御部２５０の前段に入力信号を遅延させる遅延器２０３を備えた構成とした。
　本実施形態による増幅装置２００は、制御部２５０の構成が第１の実施形態の増幅装置
１００と異なる。ここで、制御部２５０は位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０、第１の振幅
制御部（ＡＭ－ＡＭ１）２７０、および第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０を備え
る。そして制御部２５０はルックアップ・テーブル（ＬＵＴ）を用いて第１のプリディス
トータ部１３０および第２のプリディストータ部１４０をそれぞれ制御する構成とした。
　すなわち、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０は第１のプリディストータ部１３０の位相
補償量を定める位相係数が記録された第１のルックアップ・テーブル２６３を備える。第
１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）２７０は第１のプリディストータ部１３０の振幅調整量
を定める第１の振幅係数が記録された第２のルックアップ・テーブル２７３を備える。そ
して第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０は第２のプリディストータ部１４０の動作
を定める第２の振幅係数が記録された第３のルックアップ・テーブル２８３を備える構成
とした。
　以下では、ベースバンド信号をアップコンバートして送信する送信装置に増幅装置２０
０を用いる場合を例として説明する。この場合、第１のプリディストータ部１３０と電力
増幅器（ＰＡ）１１０との間にアップコンバータ３０１を配置し、電力増幅器（ＰＡ）１
１０の出力と制御部２５０との間にダウンコンバータ３０２を配置した構成とすることが
できる。
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　図７に、制御部２５０の構成をさらに詳細に示す。位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０は
位相係数算出部２６２と第１のルックアップ・テーブル２６３を備える。第１の振幅制御
部２７０はシェーピング関数演算部２７１、第１の振幅係数算出部２７２、および第２の
ルックアップ・テーブル２７３を備える。そして第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８
０は第２の振幅係数算出部２８２と第３のルックアップ・テーブル２８３を備える。これ
らに加えて制御部２５０は、入力信号のスケーリングと振幅位相分離を行う入力信号処理
部２５１、出力信号のスケーリングと振幅位相分離を行う出力信号処理部２５２、および
切替制御部２９０を有する。切替制御部２９０は、第１の振幅制御部２７０の動作状態と
第２の振幅制御部２８０の動作状態を切り替える。
　次に、本実施形態による増幅装置２００の動作を図６から図１０を用いて詳細に説明す
る。図６に示すように、ベースバンドからの入力信号Ｓ１０は第１のプリディストータ部
１３０で変調された後に、アップコンバータ３０１でアップコンバートされ電力増幅器（
ＰＡ）１１０に入力される。電力増幅器（ＰＡ）１１０で増幅された出力信号Ｓ１２はア
ンテナを介して送信される。出力信号Ｓ１２の一部はカプラ等によって減衰され、ダウン
コンバータ３０２でダウンコンバートされた後に制御部２５０に入力される。
　一方、ベースバンドからの入力信号Ｓ１０の一部は包絡線検波器（エンベロープディテ
クタ、図示せず）などに入力され、入力信号Ｓ１０から振幅情報Ｓ２０が抽出される。第
２のプリディストータ部１４０は振幅情報Ｓ２０と第２の振幅係数に基づいて電源電圧変
調部１２０の制御を行う。電源電圧変調部１２０は電力増幅器１１０の電源電圧を変調す
る。
　遅延器２０３は入力信号Ｓ１０を遅延させることにより、制御部２５０に入力する入力
信号（ｘ（ｔ＋τ））と出力信号（ｙ（ｔ））を同期させる。遅延器２０３における遅延
量τは、入出力信号の相関係数を計算することによって算出される。
　制御部２５０は同期した入力信号と出力信号を用いて各係数を算出し、各ルックアップ
・テーブルの値を更新する。具体的には、図７に示すように、位相係数算出部２６２は位
相係数を算出し第１のルックアップ・テーブル２６３の値を更新する。第１の振幅係数算
出部２７２は第１の振幅係数を算出し第２のルックアップ・テーブル２７３の値を更新す
る。また、第２の振幅係数算出部２８２は第２の振幅係数を算出し第３のルックアップ・
テーブル２８３の値を更新する。
　切替制御部２９０は、第１の振幅係数算出部２７２の出力値が所定の閾値を下回ったと
き、第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）２７０の動作状態と第２の振幅制御部（ＡＭ－Ａ
Ｍ２）２８０の動作状態を切り替える。つまり、第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）２７
０を停止（ＯＦＦ）状態とし、第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０を動作（ＯＮ）
状態とする。
　位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０は、第１のルックアップ・テーブル２６３に記録され
た位相係数によって第１のプリディストータ部１３０の位相補償量を定める。第１の振幅
制御部（ＡＭ－ＡＭ１）２７０は、第２のルックアップ・テーブル２７３に記録された第
１の振幅係数によって第１のプリディストータ部１３０の振幅調整量を定める。また第２
の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０は、第３のルックアップ・テーブル２８３に記録さ
れた第２の振幅係数によって第２のプリディストータ部１４０の動作を定める。
　次に、制御部２５０において各ルックアップ・テーブルに記録される各係数を算出する
手順について説明する。図８は制御部２５０の構成の一部を示すブロック図であり、第１
のプリディストータ部１３０を制御する場合に対応する。図９は制御部２５０の構成の別
の一部を示すブロック図であり、第２のプリディストータ部１４０を制御する場合に対応
する。また図１０は、制御部２５０の動作を説明するためのシーケンス図である。
　まず、制御部２５０は、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０、第１の振幅制御部（ＡＭ－
ＡＭ１）２７０、および第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０における、それぞれの
係数を初期化する。すなわち、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０においては、第１のルッ
クアップ・テーブル（ＬＵＴ）２６３に記録された位相係数の値を初期化する（図１０の
ステップＳ２０１）。第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）２７０では、第２のルックアッ
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プ・テーブル（ＬＵＴ）２７３に記録された位相係数の値を初期化し、シェーピング関数
演算部２７１に所定のシェーピング関数を設定する（ステップＳ２０２）。また、第２の
振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０では、第３のルックアップ・テーブル（ＬＵＴ）２８
３に第２の振幅係数の初期値を設定する（ステップＳ２０３）。このときの初期値は、第
２のプリディストータ部１４０の制御によって定まる電力増幅器１１０の動作状態におい
て、電力増幅器１１０の出力が飽和状態とならないように設定する。
　次に、図８と図１０を参照して、第１のプリディストータ部１３０の動作を制御する第
１のルックアップ・テーブル２６３および第２のルックアップ・テーブル２７３の各係数
を更新する手順を説明する（図１０の手順１）。
　図８に示すように、制御部２５０は入力信号処理部２５１と出力信号処理部２５２を備
える。入力信号処理部２５１と出力信号処理部２５２は、ある一定時間のベースバンドの
入力信号および出力信号のデータ列それぞれにおいて、振幅の最大値が１となるように振
幅のスケーリングを行う。スケーリングを行った後に振幅成分（ｒ）と位相成分（θ）を
それぞれ分離して出力する。
　位相係数算出部２６２は、入力信号における位相の値（θｘ（ｔ＋τ））と出力信号に
おける位相の値（θｙ（ｔ））から、両者の位相誤差が最小となるようにＬＭＳ（Ｌｅａ
ｓｔ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ：最小平均二乗）アルゴリズムを用いた演算を行う。そし
て、このときの位相係数の更新値（Δθ）により第１のルックアップ・テーブル２６３に
記録された位相係数を更新する（ステップＳ２０４）。
　一方、振幅成分（ｒ）に関しては、まず、シェーピング関数演算部２７１が入力信号（
ｒｘ（ｔ＋τ））に凸形状の入出力特性を有するシェーピング関数を作用させ、入力変調
信号（ｒｘ’（ｔ＋τ））として第１の振幅係数算出部２７２に出力する。第１の振幅係
数算出部２７２は、入力変調信号（ｒｘ’（ｔ＋τ））と出力信号の振幅成分（ｒｙ（ｔ
））との振幅誤差が最小となるようにＬＭＳアルゴリズムを用いた演算を行う。そして、
このときの第１の振幅係数の更新値（Δｒ）により第２のルックアップ・テーブル２７３
に記録された第１の振幅係数を更新する（ステップＳ２０５）。
　ここでシェーピング関数は、第１の実施形態で用いた図５Ａに示すような、ｙ＝ｘの直
線に対して上に凸形状（図中のｙ＝ｆ（ｘ））となる関数を用いた。すなわち、入力ｘ、
出力ｙの範囲をいずれも０以上１以下としたとき（［０，１］→［０，１］）、入出力の
最小値の組（０，０）と最大値の組（１，１）を結んだ直線（図５Ａのｙ＝ｘの直線）よ
り常に上側になる曲線（図５Ａのｙ＝ｆ（ｘ））を表わす関数を用いた。この条件を数式
で表わすと、シェーピング関数ｆは、
ｆ（０）＝０、ｆ（１）＝１
ｆ（ａ）＞ａ（０＜ａ＜１）
を満たす関数である。具体的には例えば、シェーピング関数としてｙ＝ｓｉｎ（πｘ／２
）を用いることができる。
　上述した各係数の更新は、具体的には例えば以下のように行うことができる。まず、位
相係数算出部２６２および第１の振幅係数算出部２７２は、制御部２５０の入力信号（ｘ
（ｔ＋τ））の振幅に対応して各ルックアップ・テーブルのアドレス値ｐを算出する。そ
して、更新値ΔθおよびΔｒをそれぞれ対応する第１のルックアップ・テーブル２６３お
よび第２のルックアップ・テーブル２７３のｐ番地の値に足しこむことにより各ルックア
ップ・テーブルの値を更新する。
　位相係数の更新を繰り返すことによって、増幅装置２００の入力信号と出力信号の位相
誤差が最小となる位相係数である位相補正値を算出する（ステップＳ２０６）。また、第
１の振幅係数の更新を繰り返すことによって、入力変調信号と出力信号の振幅誤差を最小
にする第１の振幅係数である第１の振幅補正値を算出する（ステップＳ２０７）。このと
き、シェーピング後の入力変調信号（ｒｘ’（ｔ＋τ））と出力信号（ｒｙ（ｔ））は線
形な関係になる。ただし、シェーピングを行う前の入力信号（ｒｘ（ｔ＋τ））に対して
は出力信号（ｒｙ（ｔ））は線形な関係にはなく、この時点では出力信号は歪んだ状態の
ままである。
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　切替制御部２９０は、第１の振幅係数算出部２７２が出力する第１の振幅係数の更新値
（Δｒ）が収束したかどうかを判定する。収束したと判定した場合、第１の振幅係数算出
部２７２の動作を停止（ＯＦＦ）状態とし（ステップＳ２０８）、第２の振幅係数算出部
２８２を動作（ＯＮ）状態とする（ステップＳ２０９）。つまり、図１０における手順１
から手順２への移行を行う。このとき第１の振幅補正値は一定となり、第１の振幅補正値
に基づいて定まる第１のプリディストータ部１３０の入出力振幅特性は固定される（ステ
ップＳ２１０）。収束の判定は例えば、更新値の絶対値（｜Δｒ｜）のＮ回平均値が、閾
値βを下回ったときに収束したとみなすことにより行うことができる。ここで、Ｎおよび
βはあらかじめ与えられるパラメータである。
　以上説明した手順１により、増幅装置２００の入力振幅に対する出力位相の特性（ＡＭ
－ＰＭ特性）は、入力信号と出力信号の位相誤差が最小となるように最適化される。また
、入力振幅に対する出力振幅の特性（ＡＭ－ＡＭ特性）は、シェーピング関数と同様の特
性曲線を示すことになる。つまり、手順１の終了時点においては、ＡＭ－ＡＭ特性は歪ん
だ状態のままである。また、手順１では電源電圧に関しては最適化処理が施されていない
ため、増幅装置の効率動作の点では最適動作状態とはなっていない。
　上述した第１の振幅補正値の算出において、あらかじめ定められた時間（τ１）を経過
した後においてもＬＭＳアルゴリズムが収束しなかった場合は、シェーピング関数をより
線形に近い関数に変更し、初期化から再度処理を行うこととしてもよい。具体的には、従
前のシェーピング関数ｙ＝ｆ（ｘ）に対して、例えば関数ｙ＝（ｘ＋ｆ（ｘ））／２を新
たなシェーピング関数として用いることができる。
　なお、第２の振幅係数算出部２８２が動作（ＯＮ）状態となった後に、第２の振幅制御
部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０は第２のプリディストータ部１４０を制御することによって、
電力増幅器１１０の出力が飽和する直前の状態とすることが望ましい。ここで電力増幅器
１１０の入出力特性が飽和するのは、電力増幅器１１０の出力振幅と電力増幅器１１０の
電源電圧がほぼ同等になる場合である。以下に、この場合の具体的な制御手法の一例を説
明する。
　図１１は、電力増幅器１１０に供給する電源電圧の制御手法を説明するための図であり
、横軸は時間、縦軸は電圧である。第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）２８０における第
２の振幅係数の初期値によって、電源電圧変調部１２０は電力増幅器１１０に初期電源電
圧Ｖｄｄ０（ｔ）を供給する。この初期電源電圧Ｖｄｄ０（ｔ）は、電力増幅器１１０の
出力信号の振幅ｖ（ｔ）に対して、あらかじめ指定された十分大きな正のオフセットｖ０
を有するように設定する。すなわち、Ｖｄｄ０（ｔ）＝ｖ（ｔ）＋ｖ０である。
　上述した手順１における第１の振幅係数の最適化が終了した後、電源電圧変調部１２０
を制御することにより電源電圧の電圧オフセットｖ０の値を下げていく。このとき例えば
、入力信号に対する出力信号の比である増幅率（ゲイン）をモニタし、電圧オフセットｖ
０の下げ幅に対してゲインの減少値があらかじめ設定された閾値を越えたときに、電圧オ
フセット値の更新を停止する。このときのオフセット値をｖ１とすると、電源電圧はｖ（
ｔ）＋ｖ１となる。このようにして、電力増幅器１１０の出力が飽和する直前の状態に電
源電圧を設定することができる。
　次に、図９と図１０を参照して、第２のプリディストータ部１４０の動作を制御する第
３のルックアップ・テーブル２８３に記録された第２の振幅係数を更新する手順を説明す
る（図１０の手順２）。なお、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０は手順１における場合と
同じ動作を行うので、説明を省略する。
　図９は制御部２５０の構成の一部を示すブロック図であり、第２のプリディストータ部
１４０を制御する場合に対応する。第２の振幅係数算出部２８２は、第２の振幅係数の更
新値（Δｈ）により第３のルックアップ・テーブル（ＬＵＴ）２８３に記録された第２の
振幅係数を更新する（ステップＳ２１１）。このとき第２の振幅係数算出部２８２は、手
順１の終了時点において歪んだ状態にあるＡＭ－ＡＭ特性が線形に近づくように第２の振
幅係数を更新する。すなわち、ＡＭ－ＡＭ特性が線形関係にない入力振幅に対して、対応
する電源電圧を減衰させることによって電力増幅器１１０を出力飽和状態とし、それによ
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り出力振幅が減少するように制御する。
　具体的には例えば、入力振幅ｒｘ（ｔ）に対応する第３のルックアップ・テーブル（Ｌ
ＵＴ）２８３の値を、線形からの差分値（ｒｙ（ｔ）－ｒｘ（ｔ））に比例して減少させ
ることによって、電力増幅器１１０を出力飽和状態とすることができる。すなわち、ｒｘ
（ｔ）に対応する更新値（Δｈ（ｔ））を
Δｈ（ｔ）＝－α（ｒｙ（ｔ）－ｒｘ（ｔ））
によって定める。ただし、αはあらかじめ与えられた値である。第２の振幅係数の更新は
例えば、入力信号（ｘ（ｔ＋τ））の振幅に対応したアドレス値を算出し、第３のルック
アップ・テーブル（ＬＵＴ）２８３の対応するアドレス値の値に更新値Δｈを足しこむこ
とによって行うことができる。
　このようにして第２の振幅係数の更新を繰り返すことにより、電力増幅器１１０の各出
力振幅において飽和状態とすることができる。その結果、各入力振幅において対応する出
力振幅が減衰するので、手順１の終了時点において凸形状の入出力特性を有していたＡＭ
－ＡＭ特性を線形特性へと近づけることが可能となる。そして入力信号の振幅の全範囲に
おいて、入力信号の振幅に対する出力信号の振幅の比である振幅増幅率が一定となるとき
の第２の振幅係数を第２の振幅補正値として算出する（ステップＳ２１２）。これにより
、電力増幅器１１０の入出力特性が飽和する領域を利用した高効率の増幅動作に加えて、
振幅成分と位相成分の両方が補正された低歪みの出力信号が得られる。
　以上説明したように、本実施形態の増幅装置２００においては、第２の振幅制御部２８
０が第２のプリディストータ部１４０を制御することによって、電力増幅器１１０は高効
率で動作する。そして第１の振幅制御部２７０は、この動作状態における電力増幅器１１
０の歪み特性を補償する変調信号を第１のプリディストータ部１３０が出力するように制
御する。さらに、位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）２６０は入力信号と出力信号の位相誤差が最
小となるように常に第１のプリディストータ部１３０を制御する。このような構成とする
ことにより、本実施形態によれば、電力増幅器１１０が飽和領域で高効率な動作をしてい
る状態において、入出力信号の振幅誤差および位相誤差を共に補償することが可能となる
。
　また、本実施形態による第２のプリディストータ部１４０の最適化は第２の振幅係数を
減少させることによって行うため、計算量が少なくアルゴリズムの収束が早い。よって、
本実施形態によれば、増幅装置の最適化を迅速に行うことができるという効果が得られる
。さらに、本実施形態によれば、電力増幅器は飽和領域で動作していることから、関連す
る増幅装置よりも高効率な動作が可能である。
　なお、第３のルックアップ・テーブル（ＬＵＴ）２８３の係数の更新方法は上述した方
法に限らず、例えばルックアップ・テーブルの連続性を保つために近接するアドレスの係
数に関しても同時に低減するなど、その他の線形化手法を用いることができる。
　上述した第２の振幅係数の更新操作を、増幅装置２００の歪みがあらかじめ設定した規
格値を満たすまで繰り返すこととしてもよい。例えば、隣接チャネル漏洩電力比（Ａｄｊ
ａｃｅｎｔ－Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｐｏｗｅｒ　Ｒａｔｉｏ：ＡＣＰＲ）が－４０ｄＢ以下と
なるまで繰り返すことができる。
　上述した第２の振幅補正値の算出において、あらかじめ定められた時間（τ２）を経過
した後においても歪みが所定の規格値を満たさない場合は、出力飽和による歪みの影響が
大きいと考えられる。そこで、出力飽和を緩和するようにシェーピング関数をより線形に
近い関数に変更し、初期化から再度処理を行うこととしてもよい。この場合も手順１にお
ける場合と同様に、従前のシェーピング関数ｙ＝ｆ（ｘ）に対して、例えば関数ｙ＝（ｘ
＋ｆ（ｘ））／２を新たなシェーピング関数として用いることができる。
　本実施形態では、プリディストータとしてルックアップ・テーブル（ＬＵＴ）方式を用
いた場合について説明した。しかし、これに限らず、歪みの補正量を多項式で近似する方
式、または複素信号による計算処理を行う方式によるプリディストータを用いることとし
てもよい。
　以上の説明では、増幅装置２００は、電力増幅器１１０、電源電圧変調部１２０、第１



(16) JP WO2012/086830 A1 2012.6.28

10

20

30

40

50

のプリディストータ部１３０、第２のプリディストータ部１４０、および制御部２５０を
有する構成とした。ここで、第１のプリディストータ部１３０と、第２のプリディストー
タ部１４０と、制御部２５０とが電力増幅器の制御装置を構成することとしてもよい。こ
の場合においても、電力増幅器の制御装置と電源電圧変調部１２０と電力増幅器１１０を
備えた構成によって、本実施形態の増幅装置２００と同一の効果を得ることができる。電
力増幅器の制御装置は例えば、フィールド・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ
）などによって実装することができる。
　本発明は上記実施形態に限定されることなく、特許請求の範囲に記載した発明の範囲内
で、種々の変形が可能であり、それらも本発明の範囲内に含まれるものであることはいう
までもない。
　この出願は、２０１０年１２月２０日に出願された日本出願特願２０１０－２８３１３
３を基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
【符号の説明】
【０００８】
　１００、２００　　増幅装置
　１１０　　電力増幅器
　１２０　　電源電圧変調部
　１３０　　第１のプリディストータ部
　１４０　　第２のプリディストータ部
　１５０、２５０　　制御部
　１６０、２６０　　位相制御部（ＡＭ－ＰＭ）
　１７０、２７０　　第１の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ１）
　１７１、２７１　　シェーピング関数演算部
　１７２、２７２　　第１の振幅係数算出部
　１８０、２８０　　第２の振幅制御部（ＡＭ－ＡＭ２）
　１９０　　切替判定部
　１９１　　切替部
　２０３　　遅延器
　２５１　　入力信号処理部
　２５２　　出力信号処理部
　２６２　　位相係数算出部
　２６３　　第１のルックアップ・テーブル
　２７３　　第２のルックアップ・テーブル
　２８２　　第２の振幅係数算出部
　２８３　　第３のルックアップ・テーブル
　２９０　　切替制御部
　３０１　　アップコンバータ
　３０２　　ダウンコンバータ
　５００　　関連する増幅装置
　５１０　　電力増幅器
　５２０　　電源変調部
　５３０　　歪補償部
　５４０　　第一推定部
　５５０　　第二推定部
　Ｓ１０　　入力信号
　Ｓ１１　　変調信号
　Ｓ１２　　出力信号
　Ｓ１３　　入力変調信号
　Ｓ１４　　振幅誤差情報
　Ｓ１５　　切替指示信号
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　Ｓ２０　　振幅情報
　Ｐ１０　　位相係数
　Ｐ１１　　第１の振幅係数
　Ｐ１２　　第２の振幅係数

【図１】 【図２Ａ】

【図２Ｂ】
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【図３】 【図４】

【図５Ａ】

【図５Ｂ】

【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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